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1.は じ め に
本稿 の課題 は,年 次 利益時 系列モデルの構 築 シロセスを 明 らか にす ることであ る。 その きわめて
要約 した結果 につ い て は,札 幌学 院大学 で開催 された 日本会計研究会計学会第51回 全国大会の 自
由論題報告1(1992年9月11日)において報告 し,また報告 内容 についてぽr会 計』(1993年6月)
において公表す る予定であ る。'なお,年 次 利益 は業種平均値 としての ものを対 象 とし,デ フ レー ト
され ていない もの(金 額 データ)と デフ レー トされて い るもの(比 率デ ータ)の 両方を取 りあげ て
い る。
しか しなが ら,本 稿 で紹介す るボ ックス=ジ ェンキ ンズ法 に よって時 系列 モデルを構築す るため
には,微 妙 な判断が必要 とされ るのであ り,要約的結果 を示す だけでは判断の微妙 さを伝 え ること
がで きない。 したが って,業 種平均年次利益の時系列 モデルの判断 プ ロセスを 明 らか にす ることは,
その時系列特 性の解釈の助け になる と思われ るのであ る。 また,当 然,原 デ ータの値 も明示 してお
かなければな らな い。本稿は,そ うした点を取 りあげ る ことに よって,学 会報告お よび その内容を
ま とめ た論文を補完す る ことを 目的 として いる。 したが って,本 稿は他の研究成果 とともに一体 の
もの として理解 され るべ きであ る。
本稿 においては,ま ず初め に,使 用 データと対象業種 を取 り挙げ る。 つ ぎに,ボ ックス=ジ ェン
キ ンズ法 に よる調査 の方法 につ いて簡単 に説明す る。 その うえで,7業 種 それ ぞれの6種 類 の業種
平均年次利益の原 デー タ,確 定 した時系列 モデ ル,判 断 プ ロセスを明 らか にす る。本研 究の結論 は
別稿 において公表 され る予定 であ り,本 稿の課題はそれに至 るプ ロセスを 明 らか にす ることであ る
か ら,7業種 それぞれの6種 類の利益時系列,す なわ ち42種類の業種平均年 次利益時系列 デ ータに
よるモデル構築 につ いての説 明が中心 とな ることにな る。
28一 … 経 営 論 集 一一一
2.使 用デー タと対象業種
使用デ"タは,日 本銀行 『主要企業経営分析』 の昭和34年度上期版から平成2年度版ま'でと同
書の前身である 『本邦主要企業経営分析調査』昭和26年下期合板から昭和33年度下期分服までと
から操録,計算した。 年次利益は,金 額データとしては,① 売上総利益(1社 当 り),②営業利
益(1社 当 り),および現 行の制度会計の ③ 経常利益(1社 当 り),比率 デーータ として は,3種 類
の年次利益 に対 応 して ④ 売上高売上総利益率(業 種平均値),⑤ 経営 資本営業利益率(業 種平均
値),⑥ 総 資本経常利益率(業 種平均値)を 選択 した。 この結果,本 研究 では,デ フ レー トされ て
いない金額 データが3種 類 とデ フ レー トされて い る比率 データが3種 類 の合計6種 類 の年 次利益の
時系列 特性を調縛 る ことになった。
デ ータの多 くは,直 接採 録す るこ とができず,新 たに計算 した。 また,会 計制度 の変 更 に ともな
い,.日本銀行 『主 要企 業経常分析』 において は,1年 決算に もとつ くデー タが掲 載 され て いるのは
昭和5Q年 度版 以降(そ こには前 年摩のデ ータ として昭和49年度 の年次 デ ータが示 され てい る)で
劾 ・、昭和4?報 酬 隙 では三関 瀬 に もとつ くデータにな ってv・る・ 棚 究で は・・年次 デー
タを分析対象 と してお り,.した がうて半期 デニ タを年次 データに変換す る必要があ る。 さらに,変
換に幽 た っては,上 期 と下期 におけ る社数 の違 い も考慮 しなけれ ばな らない。,
まず,1社 当 りの売 上総利益 と営業利益であ るが,昭 和26年度 か ら昭和38年 度 までは,こ れ ら
2種類 の利益 自体が示 され ていないので,新 たに計算す ることが必 要であ った。 また,昭 和 馨 年
度 まで半期 デrタ しか な く,昭和49年度 も半期 デ"タ を使 用 したので,昭 和26年度 か らll召和49年
度 までは冬期の金額 を合 計 し,それ を平均社数 で除 して1社 当 りの年次 利益 データと した。 昭和50
年 度か ら平成2年 度 までは,単 純 に,掲 載 され ている売上総利益 と営業利益 を社数 で除 した。
1社 当 りの経常利 益は,昭 和26年 度か ら昭 和49年度 葦では 「当期糸屯利益」 として示 され てい る
金額 を採録 して合計 し,そ れ を平均祉数で除 して年 次デ ータと した。 昭和50年 度以降 は 「経常 利
益」'として示 され てい る金額を社 数で除 して算出 した。
業種平均 比率 データ としての売上 高売 上総利益 率は,昭 和26年 度か ら昭和38年度 までは 「売上
緯利益苅緯 売上高堵率土 昭和3⑨年産 以降 は 「売 上高総利益率土 と して掲載 され てい るので,そ れ
を直接採録 した。.ただ し,:'昭和'49年度 までは半期 デー タであ るので,そ れ を年次 データとす るた
めに,,・・各期㊧値に それ ぞれ の期の 社数を乗 じて合 計 し,上 期 と下期の合 計社 数で除 した。.・
経営 資本営業利益率 は,昭 和30年 度 までは建設仮勘定の金額 が示 され ていないので,昭 和31年
度以降 の デー タを使用 して,昭 和32年 度 につ いての ものか ら計算 した。 昭和50年 度か ら昭和60
年度 までの11年 間は 『主要 企業経営分析』 に 「経営資 本営 業利益率」 が載せ られ てい るが,デ ー
一 ボックス昌ジェンキンズ法による業種平均年次利益の時系列モデルの構築 一29
タにで き るだけ連続性 を もたせ るた めに,そ の期 間中について も計算 し直 した。1
総資本経営利益率 は,昭 和26年 度か ら昭和49年 度 までは 「総資 本収益率」,昭和50年 度以降は
「総資 本経常 利益 率」.として示 されてい る。 そ こで,そ の デ ータを採録 し,売 上高売上総 利益率 と
同様に,昭 和26年度 か ら昭和49年 度 までは半期 デー タを加重平均 し,昭 和50年 度以降は その デ
Lタ を その まま使用 した。
なお,本 稿 で示 した売上総利益,営 業利益,'経僧利益 デ ータは,1社当 りの絶対額で,単 位 は百万
円である・粋 擁 棉 難 御 櫛1騨 資猟 期 騨 ・糊 本郷 利桑畠ゆ デ ターは業種平
均 値 と しての比率 デ ータであ り,単 位は%で あ る。
対象 と した業 種は,日 本銀行 『主要企業経営分析』平成2年 度版 で示 されてい る小分類業種の う
ち,① 『本邦 主要企業経営分析調査』昭和26年 下期分版か ら継続 して存在 し,し たが って40年 間
のデ ータを採録 で き,② 平成2年 度版 において11社以上所属 してお り,③ 中分類 にそ うした業
種がい くつか存在す る場合 にはその 中の1業 種 だけ取 りあげ る,と い う基 準に よ り,T綿紡績業(平
成2年 度で11祉,以 下同様)」,「自動 車製造 業(12社)」,「百貨 店(14社)」を選択 した。 また,中
分類業種か らは,過 去 におけ る外 国の研究 と比較で きるとい う理 由か ら,「食料 品製造業(30社)」,
「化学工 業(65社)」,「鉄鋼業(25・社)」を取 りあげ る ことに した。 さ らに,・小 分類 の結 果 と中分類
の結果を比較す るため に,丁化学 工業」 を構成す る七つの小分類 業種 の一つであ る 「医薬 品製造 業
(9社)」も調査す る ことに した。 こうして,小 分類4業 種,中 分類3業 種の合 計7業 種が選び出 さ
れたので ある。
以 上の結果,七 つの業種 それ ぞれ について6種 類の年次利益を調べ ることにな り,し たが って,
対 象 とす る時系列 は42系列 とい うこ とになった。
昭和26年 度か ら平 成2年 度 までの40年 間の データを収集 した が,す べての業種 と年次利益で40
年 間の データを使用 したわ けではない。 まず,す でに述べた ように,経 営資 本営業利 益率 は,昭 和
32年度か ら しか計算 で ぎないので,七 つ の業 種す べてについて,昭 和32年度か ら平成2年 度 まで
の34年間 のデータ しか え られ ない。 また,他 の年次利益 について も,40年間のデ ータを用いたわ
けでは ない。 実際 にデータをみてみる と,1昭和26年度 だけ異常 に高 い業種が四つ あ り,そ の4業
種す なわ ち綿紡績業,百 貨店,化 学工業,鉄 鋼業 につ いては,昭 和26年 度のす べてのデー タを分
析対 象か ら除外 した。 したが って,こ れ ら4業 種 では39年間のデ ータを使用 したの であ る。だが,
自動車製造業,食 料品 製造 業,医 薬 品製造業 の3業 種については,と くに問題 があ るようにはみ え
ないの で,収 集 した40年間の データす べて を使用 した。 本研究 で使用 した期 間の長 さは,業 種 と
利 益に よ り,34年間,39年間,40年間の、3種類があ るのであ る。
この ように してえ られ た データ は,明 治大学情報科学 セ ンター の 大型 コンピュータ 「FACOM
M760-4」に よ り,統 計処理 アプ リケLシ ョソγフ ト 「SPSS-X」を使用 して処理 した。 なお,サ
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ブ プ ロ グ ラ ム は,「BOX・ 一一JENKINS」で あ る。
3.ボ ックス=ジ ェンキンズ法 によ る調査の方法
自己 回 帰 モ デ ル と 移 動 平 均 モデ ル の 両 方 を 含 む 一 般 モ デ ル は 混 合 自 己 回 帰 移 動 平 均(mixed
autoregressivemovingaverage,略してARMA)モ デ ル といわ れ,つ ぎの よ うに表 現 され る。
a・.=φ ・2t一・+φ,・ 、.,+… ・曾・+φ,・ 、.P+at一 θ、α、.旦一 θ,d、.,一 … … 一e。at .,
このモデルはARMA(P,q)と 表 され,低 い次数 のP,qに よって複雑 な時 系列 プ ロセスを説 明で
きる とい う長所 があ る[山 本(1988),46ページ】。
時系 列デー タをARMAモ デルにあてはめ るためには,デ ータに定常性 が必 要であ る。 そ こで,
年次 デー タにつ いては,① 分散を安定化す るため に対数変換や平方根 変換を行 い,② トレン ドを
除去す るために何階 かの階差 を とることにな る。 階差 を とると定常的 にな るデー タを定 質非定常 デ
ー タ とい う。 そ して,定 質非定常時系列 デー タをARMAモ デルにあてはめて モデル化 した もの が,
自己 回帰和 分移動平 均(autoregressiveintegratedmovingaverage,略してARIMA)モ デ ルで
あ り・ARIMA(P,d,のと表 され る。 ここで,dは 定常化す るために必要 な階差 の階数 であ る。
時系 列デ ータをARIMAモ デルで表現す るための比較的簡 単な方法 が,ボ ックス=ジ ェ ンキ ン
ズ法(Box=Jenkinsmethodology)といわれ る方法 であ る。本稿 の主 た る課題 は,ボ ックス=ジ ェ
ンキ ンズ法 に よ り時系列 モデルを構 築す る判断 プ ロセスを明 らかにす ることで ある。
ボ ックス=ジ ェンキ ンズ法に よるモデル構築の第一段階 は,デ ータの定常 化を図 る ことであ る。
そ こで,分 散 を安定化す るために対数変換あ るい は平方根変換 を実施 し,さ らに,ト レン ドを除去
す るために階差 を とることが行われ る[Vandaele(1983),PP.18-25,および 『訳書』19-28ページ】。
まず,金 額 デー タについて,分 散の安定 化を 目的 と して,デ ータの対 数変換 あ るいは平方 根変換 を
実施 した(比 率 データにつ いては,分 散 を安定化す る必要 はな い よ うにみ え るので変換は しなか っ
た)。 ただ実際 には,対 数変換 と平方根 変換の どち らが適当かを事前 に判断す る ことはで きないの
で,両 方 の変換を実施 し,さ らに階差 を とってみて,プ ロッ トされた デー タと自己相 関関数 とをみ
て適 当な ものを決定 した。す なわ ち,プ ロ ッ トされ たデ ータに増 減の トレン ドがな く,デ ータが特
定の値 を中心に してず っ と同 じ幅 の問 で振 幅 してお り,自 己相 関が ラグ1か ら存在 していず,自 己
相 関関数 が急速 にゼ ロに集束 して いけぽ,そ の年次利益時 系列 データは定常化 され てい るとみなす
ことが で きるのであ る。 ところが,自 己相 関関数の形状 の判 断は困難 な場 合 が少 な くなか った。 そ
こで,経 済や ビジネスの関係の時系列 デー タは,一 般 に,2階 までの階差 で充分 であ るとされ て い
るの で 【Vandaele(1983),P.23,および 『訳書』26ページ】,つね に,0か ら2ま での3種 類 の う
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ちの2種 類 を候補 として留保 し,そ の後 の作 業を進めた。 なお,い ちお う3階 までの階差 につ いて
計算 してみ たが,や は り2階 までで充 分であ り,3階 の階差を とる と複雑 にな って しまい,過 剰階
差 が判 明 した。
第二段 階は,.自己相 関関数 と偏 自己相 関関数 の形状 か ら,つ ぎの ように して,自 己回帰(AR)
部分の次数 と移動 平均(MA)部 分の次数 とを同定す る ことであ る[Van.dae夏e(1983),P.94,およ
び 『訳書』103ペー ジ】。
モデル 』'自 己相関関数 偏 自己相関関数
AR(p)徐 々 に 消 滅 ラグPの 後 で切断
MA(q)ラ グqの 後で切断 ・ 徐 々 に 消 滅
ARMA(P,の 徐 々 に 消 滅 徐 々 に 消 滅
しか し,収 集 したデ ータにつ いては,判 断に困 るケースが圧 倒的に多 く,こ の ような方法 で同定す
る ことは困難であった。 そ こで実際 には,Pとqは0か ら2ま でであ ると して,9通 りの組合せ
す べてを計 算 した。 しか もそれを2階 差 について実施 したの であるか ら,一 つの利益時系列 にたい
して18通 りの組合 せを計算 したの であ る。
第三段 階は,同 定 された モデルのパ ラ メー タの推定 と診断 チ ェックとい うことにな る。 何通 りで
あれ,大 型 コン ピュータは,パ ラメータの推定 と診断チ ェックのためのデ ータの計算を瞬時 に実行
して くれ る。 そ こで実 際には,こ の段階 では,そ れ ぞれ の時 系列の .18通りの組 合せ につ いて診断
チ ェ ックを行 った。
診断 チ ェ ックはい くつかの基準 に よ り判定す る。 その うちの一つは,「SPSS-X」ではT比 率 と
して示 され てい る推 定値対標準誤差 の大 きさであ る。 「…般的 な経験 則に よ る と,点 推定値の絶対
値 が標準誤差 の少 な くとも2倍 以 上であれば その係数は有 意であ る。す なわちゼ ロと有意に異な っ
てい る と考 えて よい。」[Vandaele(1983),P.130,および 『訳書』143ペー ジ】のであ る。 したが
って,T比 率 の絶対 値が2に 満た ないパ ラメータは削除すべ きであ り,T比 率の高いパ ラ メ一ー…タで
構 成 され るモデルが適 当な モデル なの であ る。 そのために,こ の有意でな いパ ラメータが最 高次の
もの であ るな らば,そ のパ ラメータを除 去す ることにな る。 また,も しそれ が最 も高い次数 の もの
でない な らぽ,パ ラメー タ推定値間の相関行列 をみ て,相 関の高 い最高次のパ ラ メー タを除去す る
【Vandaele(1983),p.131,および 『訳書』144ペー ジ1。しか し実際には,そ れに よって簡単に最
適 のモデ ルに到達 で きるわ けではない。 そ こで本研 究では,Pとqが2と2の 組合 せか ら0と0
の組合せ まで,T比 率をみ なが らパ ラメrタ を削除 してい き,最 適 モデ ルを探 していった。
診断 チ ェ ックをす る他 の方法は,残 差 を調べ る もの であ る。 もし選択 されたモデルが適 当な もの
であ るな らば,そ のモ デルに よ り計算 され る値 と実際値 との差す なわち残差 はホ ワイ トノイズであ
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って,有 意な 自己相関 は もたず,す べ てゼ ロに近 い値 を とることに なる。 そ こでrSPSS-X」では,
残差 系列が無相関 であ る とい う帰無仮説 がlilしい確率す なわ ちP値(「SPSS-X」 では 「PROB.」)
を,ラ グ6,12,18,24,25とい う五 つの ラグにつ いて明 らかに してい る。例 えば も しP値 が0.530
であ るな らぽ,残 差が ホ ワイ トノイズであ る確率が53%で あ り 【Vandaele(1983),p.195,およ
びr訳 書』213ペー ジ1,した がって このP値 は高 いほ ど良いのである'eまた,残 差 自己相関関数
も示 してい る。残差 自己相関関数 について は,残 差 がホ ワイ トノイズであればす べて ゼ ロに近い値
にな るのであ り,「SPSS-X」では残差 自己相関が有意に ゼ ロと異 な る点が明示 され ているので,
残差 自己相関関数 がその点 を越 えず に ゼ ロの近辺を不規 則 に振 幅 していれ ば良 い ことになる。 さら
に,「SPSS-X」では,残 葦系列 の平均 値,標 準偏差,分 散 も示 し'v(いる。 適切 なキ デルであれ ば,
その残差 はP値 が高 く有意 な自己相関 は もたず,平 均値 はゼ ロで分散 も小 さい とい うことになる。
この よ うに して,同 定 された モデルの診断 チ ェ ックをす ることに なるのだが,一・つ の基準 に よ り
適当 と思われ ても,別 の基準 に よるとあま り適 当ではない とい うよ うな ことが多 く,診 断チ ェック
のすべての基準 につい てまった'く問題が ない とい うような ケー スは少数 であった。'それゆえに,ボ
ックス=ジ ェンキ ンズ法には経験が 必要 とされ る といわれ るの であ る。 そ こで本研究 では,で きる
だけ候補 モデルを広 く挙 げてお き,最 終的には,P値 を中心 に してT比 率 と残差 自己相 関関数 も
考慮 しつつ,最 適 モ デルを決定 した。
4.食 料 品 製 造 業
(1)分 析 対 象 デ 一ー夕
年 度 上 期Lド 期 通 年 売 上 営 業 経 常 売 上 高 売 上 経 営 資 本 総 資 本
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(2)確 定 モ デ ル と コ メ ン ト
① 売 上 総 利 益`
a.確 定 モ デ ル
ARIMA(0,1,1)
9t=0.12-0.46at_艮
琶 診 断 チ ェ ッ クの た め の デ ・一 タ
推 定 値 標 準 誤 差T比 率
定 数0.120.027.02
MA1-O.46・0.14'一3.'21
P値(ラ グ6,12,18,24,25の 順 序 で 括 弧 内 は 自 由度,以 下 同 様):O.50(5),0。68(10),
0.72(16),0.54(22),O.58(23)
残 差 系 列 の 平 均 値:一 〇。00,標 準 偏 差:0.07,分 散:0.01
c.原 デ ー タ の 変 換 方 法:自 然 対 数 変 換
d.コ メ ン ト
T比 率 は充 分 に高 く,残 差 自己相 関 関 数 に もほ と ん ど問 題 が な い。 しか し,P値 は 低 い 。
この(0,1,1).に続 くの は,自 然 対 数 変 換 で は(0,2,2)だ が,T比 率 に 問題 が あ り,P値
が坊 較 的 高 い の は ラ グ12の0.69だ け で あ る。 意 外 な の は,平 方 根 変 換 した(2,・2,0)モ
デ ル の 適 合 度 が 比 較 的 高 い こ とで あ る。P値 は,ラ グの 低 い順 に0.15,0.56,0.72,0.59,
0.64で,自 然対 数 変 換 の(O,1,1)モ デ ル とあ ま り変 らな い。 しか し,定 数 のT比 率 が小
さ く,平 方 根 変 換 自体 が 不 適 当 と思 わ れ る。(2,2,0)を 除 く平 方 根 変 換 の 各 モ デ ル はす べ
て?値 とT比 率 が きわ め て 低 く,残 差 に も自己 相 関 が 強 くみ られ る傾 向 が あ るの であ る。
② 営 業 利 益
a.確 定 モ デ ル
ARIMA(2,1,0)
9t:=一〇.199t_風一 〇.289t._t十〇.11
b.診 断 チ ェ ッ クの た め の デ ー タ
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残 差 系 列 の 平 均 値:0.OO,'標準 偏 差:O.16,分散:0,03
c.原 デ ー タの 変 換 方 法:自 然 対 数 変 換
d.コ メ ン1・
T比 率 は 高 くな い。 した が って,P値 も低 い。 残 差 自己 相 関 関 数 につ い て も,ラ グ12と
21で有 意 とな っ て い る。 しか し,d・=2も 含 め て検 討 した 結 果,こ の 一Eiデル以 上 に適 合す る
もの は存 在 しな い。 な お,(2,1,0)に次 い で 妥 当 と考 え られ るの は(2,2,0)で あ るが,P
値 は 最 大 で も0.39,であ り,残 差 自己相 関 関 数 もラ グ.12で有 意 で あ る。
③ 経 常 利 益
a.確 定 モデ ル
AR1MA(1,1,1)
9t=0.342t_1十〇.05十1.12at_i
b.診 断 チ ェ ッ クの ため の デ ー タ





残 差 系 列 の 平 均 値:一 〇.03,標準偏 差:0.16,分散:0.03
c.原 デ ー タの 変 換 方 法:自 然 対数 変 換
d.コ メ ン ト
平 方 根 変 換 と対 数 変 換 を 実施 した 後 のd=1～3の プ ロ ッ ト図 や 標 準 偏 差 を 比 較 し て み
る と,明 らか に 対 数 変 換 が優 れ て い る。 対 数変 換 のd=Oの 自己 相 関 は 消 失 せ ず,d=1
は ラ グ7,12,23,24,d=2は.ラグ1,4,5,7,11N13で 有 意 で あ る。d=3は も っ と多
い。 そ こで,d=1を 採 用 す るが,有 意 な ラ グが 比 較 的 多 いの で 適 合 度 の 高 い モ デ ル が な い。
この(1,1,1)のT比 率 は 高 いが,P値 は 低 い。 しか し,残 差 の プPッ ト図 や 残 差 自己相
関 関数 はほ とん ど問 題 が な い。d=・2も 含 め て検 討 した 結 果,こ の モ デ ル以 上 に適 合 す る も
の は存 在 しな い。 だ が,P値 をみ る限 りほ とん どあ て に な らな い モ デ ル であ る。T比 率 とP
値 が矛 盾 す る典 型 的 な例 で あ る。
④ 売 上高 売 上総 利 益 率
a.確 定 モ デ ル ー
ARIMA(0,1,1)
2t=0.24-0.36at_1
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蹴'診 断 チ ェ ッ クの た め の デ ー タ
推 定 値 標 準 誤差T比 率
定 数O.240,161.52
MA1一 一 〇.36 .'O.15一 一2.42
P値 ・O・71(4),O,72(10),O.67(16),O.48(22>,α53(23)
残 差 系 列 の平 均 値:0.OO,標準偏 差:0.74,分散:0.54
C.コ メ ン ト
T比 率 は問 題 が な い で あ ろ う。P値 は若 干低 くあ ま り信 頼 で きな い。 ラ グが 大 き い とP値
は 小 さ い。 この 時 系 列 デ ー タの(2,1,0)モ デ ル は,ラ グ6でP値 が ・0.93,ラ グ.12で
O.63であ る。 しか し,残 差 の プ ロ ッ ト図 をみ る と,初 期 の4期 が マ イ ナ ス,末 期 の9期 が
ゼ ロに きわ め て近 い マイ ナスか プ ラ スで あ る。 また,残 差 自己相 関 関 数 をみ る と,ラ グ11
以 降 に な る と相 関 が 高 くな っ て し ま う。 そ こで この(O,1,1)モ デル を 適 当 とす る。
⑤ 経 営 資 本 業営 利 益 率
a.確 定 モデ ル
ARIMA(0.1.1)
at=一 〇.06-0.16at_1
b.診 断 チinックの た め の デ ー タ




残 差 系 列 の平 均 値:0.00,標準 偏 差:0.82,分 散:O,67
C.`コ メ ン ト
T比 率 は小 さ くてP値 も低 い。 ま た,自 己 相 関 関数 と偏 自己相 関 関 数 をみ て も この(0.
1,1)が適 当 とは 思 わ れ ず,こ の モ デ ル は信 頼 で きな い。 しか し,残 差 の プTltットは 問題 が
な い。 残 差 自己相 関 関数 を み て も,ラ グ12が 有 意 であ るの を除 い て,無 相 関 とみ な して も
よい 。 な お,原 デ ー タは きれ い な3次 曲線 を 示 して い るが,d=3を とって み て も適 合 度 の
高 い モ デ ル は 発 見 で きな か った。
⑥ 総 資 本経 常 利 益 率
a.確 定 モ デ ル
ARIMA(O,2,1)
2t==一〇.04十〇.74at_s
一 ・一 ボ ッ クス ージ エ ン キ ンス法 に よ る業 種 平 均 年 次利 益 の時 系列 モ デル の構 築 一一+一一m-37
b.診 断 チ ェ ッ クの た め の デ ー タ
推 定 値 標 準 誤 差T比 率




残 差 系 列 の 平 均 値:一 一〇.12,標準 偏 差::1.47,分 散:2.16
C.'コ メ ン ト
T比 率 は問題がない であ ろ うが,P値 は低 く信頼で きない。 ラグが大 きい とP値 は とく
'
に小 さい。d=1に つ いては(2,1,0)モデ ルが最 も適合す るが,そ れ で もラグ6でP値
が0.49であ り,T比 率 にいた ってはAR1,AR2と もに絶対値が1以 下 であ る。 自己相
関関数 をみ ると,d・=3に な る とラグが大 き くな って もゼ ロには近 づかない。 したが って,
総 合 的 にみて この(0,2,1)を適当 とす る。
5.綿 紡 績 業
(1)分 析 対 象 デ ー タ
年 度 上 期 下 期 通 年 売 上 営 業 経 常 売 上 高 売 上 経 営 資 本 総 資 本
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全額 データを定質非定常 データにす るために,金 額 デ ータにた い して 自然対数変換か平方根変換
を実地 しなけれ ばな らない。 しか し,そ の ためにはデ ータに マイナスの値があ ってはな らない。 し
か し,営 業利益 と経常利益 には,マ イナ洛 の値があ るqそ こで,営 業利 益の原 デー タの最小値は
一6・576であ るの で,原 データに7,000を加 えてi新系列 をつ く り,それを変換 した。 また,経 常
利益 については,最 小値が 一11,174であ るので,11,500を加 えて変換 した。
・一 一 ボ ックス ージ ンェキ ンス法に よる業種平均年次利益の時系列モデルの構築 一39
(2)確 定 モ デ ル と コ メ ン ト
① 売 上 総 利 益
a.確 定 モ デ ル
ARIMA(2,2,1)
ztニ=一 〇.51gt_1-0.562t_2十〇.02十 〇.82at_1
b.診 断 チ ェ ックの た φの プ ー タ






残 差 系 列 の平 均 値:0.05,標準偏 差:0.53,分散:0.28
c.原 デ ー タの 変換 方 法:自 然 対 数変 換
d.コ メ ン・ト
T比 率 もP値 も問 題 が な い で あ ろ う。 た だ し,こ の 系 列 につ い て は,d・=1と す べ きか
d=2と す べ きか の 判 断 が難 しい。d・=1と した場 合,(2,1,0)モ デ ルが 適 合 し,そ のP
値 は ラ グ25で0.78で あ り,残 差 の プ ロ ッ ト図 と残 差 自己 相 関 関数 を み て も大 きな違 い は
な い。 した が って,倹 約 の 原 理 を適 用 す るな らば(2,1,0)モ デ ルが 適 当か も しれ な い。
② 営 業 利 益
a.確 定 モ デ ル
ARIMA(O,0,0)
2t=9.10
b.診 断 チ ェ ヅ クの た め の デ ー タ
推 定 値 標 準誤 差T比 率
定 数9.100.'09106.03
P値:0.84(5),0.99(11),1.00(17),1.00(23),1.00(24)
残 差 系 列 の 平 均 値:一 〇.00,標準偏 差:0.54,参散:0.29
c,原 デ ー タの 変 換 方 法:自 然 対 数 変 換
d.コ メ ン ト
典 型 的 な ラ ン ダム ウ ォー クで あ る。 原 デ「 タを み る とあ ま り・大 きな 変 化 が な い の で平 方 根
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変 換 で よい と も考 え られ る が,自 然 対 数 変 換 も実 施 して比 較 した と ころ,d=1～3に つ い
て 自然 対 数 変換 の ほ うが 自己相 関 関数,偏 自己相 関 関 数 と もに単 純 な 形状 を示 した。 ま た ,
自然 対 数 変 換 でd・=1の 場 合 は(2,1,0)モ デ ルが 最 も適 合 した が,こ の(O,0,0)よ り
は 若 干 劣 った 。
③ 経 常 利 益
a,確 定 モ デ ル
ARIMA(0,0,0)
2t=9。37
b.診 断 チ ェ ックの た めの デ ー ダ'・
推 定 値 標 準 誤 差T比 率
定 数 ・9.370.1097L42
P値:O.92(5),1.00(11),1.00(17),1.00(23),:LOO(24)
残 差 系列 の平 均 値:一 〇.00,標準 偏 差:O.60,分 散:0.36
c.原 デ ー タ の変 換 方 法:自 然 対 数 変 換
d.コ メ ン ト
これ も,典 型 的 な ラ ン ダ ム ウ ォー クで あ る。 直 上 の 営 業 利 益 と同 様 に ,原 デ ー タを み て も
'あま り大 き な変 化 が な いの で二 つ の変 換 を実 施 してみ た と ころ
,d・=1・一3に つ いて 自然 対
数 変 換 の ほ うが 自己 相 関 関数,偏 自己 相 関 関 数 と もに単 純 であ る。 自然 対 数 変 換 でd=1以
上 の場 合 は 自己 相 関関 数 が 有 意 を値 を示 して しま い,4=0に 確 定 す る。d・ ・OでT比 率,
・P値,残 差 プ ロ ッ ト図,残 差 自己相 関 関数 す べ て に 問題 が な い の は,こ の(0,0,0)の み で
あ る。
④ 売 上 高 売 上総 利 益 率
a.確 定 モ デ ル
ARIMA(2,1,0)
2t==一〇.342t_1-O.579t_2十〇.32
b.診 断 チ ェ ッ クのた め の デ ー タ





残 差 系 列 の平 均 値:0.00,標準 偏差:3.00,分 散:9.00
一一 ボ ックス=ジ ェンキ ンズ法 に よ'る業種 平均年次利益の時 系列モ デルの構築 一 一41
C.コ メ ン ト
ラ グが 小 さ い場 合 のP値 は 小 さ い。 しか し,残 差 の プPッ ト図 や残 差 自己相 関 関 数 もみ
る と,有 意 な相 関 は ほ とん ど存 在 しな い。(2,1,0)に次 い で 当 て は ま りの 良 い モデ ル は(1,
1;2)であ るが,明 らか にT比 率 に 問題 が あ る。d・=Oとd=1.と で は,残 差 自己 相 関 関
数 に違 い が み られ な か った が,d;Oに つ い て は満 足 な モ デ ル を 発 見 で き なか った 。
⑤ 経 営 資 本営 業 利 益 率
a.確 定 モ デ ル
ARIMA(0,0,2)
2t==3.85-0.53at_1十〇.34at_2
b.診 断 チ ェ ッ クの た め の デ ー タ





残 差 系 列 の 平 均 値:'一 〇.12,標準偏 差:2.43,分散:5.90
C.コ メ ン ト
T比 率,P値 と も に問 題 が な い。 また,残 差 の プPッ ト図 や残 差 自己相 関 関数 をみ て も,
有 意 な相 関 は存 在 しな い。 こ う した 系 列 ぽ か りで あ る と,モ デ ル の 発 見 も簡 単 で あ る。(0,
0,2)と並 ん で 適 合 度 の 高 い モ デ ル は,(1,0,1)であ る。 しか し,T比 率 は と もか く,P値,
残 差 プ ロ ッ ト図,残 差 自己相 関 関 数 が僅 か に劣 って い る。 また,自 己 相 関 関 数 と偏 自己 相 関
関数 を み る と(010,0)の 可 能 性 が考 え られ るが,ラ グ4の 偏 自己相 関 関数 が有 意 で あ り,
P値 も劣 っ て い る。 だ が,残 差 プ ロ ッ ト図 と残 差 自己 相 関 関数 につ い て は問 題 が な い。
⑥ 総 資 本 経 常 利 益 率
a.確 定 モ デ ル
ARIMA(0,0,1)
9t=3。19-0.91at_1
b.診 断 チ ェ ッ クの た め の デ ー タ
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残 差 系 列 の平 均 値:一 〇.29,標準 偏 差:2.72,分散:7.38
C.コ メ ン ト
T比 率 は 問題 が な く,P値 も高 い。 残 差 自己相 関 関 数 か ら も残 差 の 有 意 な 自己 相 関 は見 出
せ な い。(0,0,2)もP値, L残 差 自己相 関 関 数 と もに 問 題 が な い が,MA2のT比 率 は
0・14なの で それ を 削除 す る と(0,0,1)モ デ ル とな る。 また,・d=Oの 自己相 関 関 数 は ,
有意 な ラ グ19,22,23を無 視 す れ ば,ラ グ1が 有意 であ り,そ の 後 は切 り落 ち て ゼ ロに近
い。 と ころ が,d=1だ と ラ グ2,15,17で 有 意 であ り,急 速 に ゼ ロに な る とみ る こ とは で
きず,d=Oを 適 当 とす る。
6・ 化 学 工 業
(1)分析対象データ1
年度 上期 下期 通年 売 上 営 業 経 常 売上高売上 経 営 資 本 総 資 本










































(2)確 定 モ デ ル と コ メ ン ト
① 売 上 総 利 益
a.確 定 モ デ ル
ARIM:A(2,2,2)
2t=・'一〇.31gt_t-rO.462t_3-0.00十〇.75at一.1十〇.49at_2
b.診 断 チ ェ ヅ ク の た め の デ ー タ
推 定 値 標 準 誤 差T比 率
定 数 一 〇.000.00-1.40
AR1-0.310.20-1,56
A.R2-0,460.14-3.24




残 差 系 列 の 平 均 値:0.00,標 準 偏 差:0.07,-,分散:0.00
C.原 デ ー タの変 換 方 法:自 然 対 数 変 換 ・
d.コ メ ン ト
d=3ま で の 自己 相 関関 数 を チ ェ ッ ク してみ た が,d=1か ら・d=3に お いて は有 意 あ
るいは それ に近 い ラグが 同 じ よ うに存 在 して い る。・そ こでd=1とd=2に つ い て調 査 し
た と ころ,こ の(2,2,2)が 選 択 され た。 ・た だ し,自 己相 関 関 数 が 複 雑 で あ るの で,AR部
分 もMA部 分 も2次 ま で とな り,P値 も低 くなみ て い る。 な お,こ れ に次 い で適 合 度 の高
い モ デ ル は(212,1)で あ る6
② 営 業 利 益
a.'確定 モ デ ル
ARIMA(2,1,0)
2t==一〇.122t._1二〇.489t_2十〇.16
b.診 断 チ ェ ヅクの ため の デ ー タ'





残 差 系 列 の平 均 値:一 〇.00,標準偏 差:0.17,分散:0.03
c.原 デ ー タの変 換 方 法:ド1然 対 数 変 換
d.コ メ ン ト
AR1のT比 率 が 低 く,小 さ い ラ グのP値 も低 い。 残 差 自己 相 関 関 数 に つ い て も,ラ グ
16で 有 意 とな っ て い る。d=1で 有 意 な 自己 相 関 の ラ グ とd=2で 有 意 な 自-己相 関 の ラグ
とは ほ ぼ 同 じで あ り,d=2に つ いて も調 査 した が,'検討 に値 す る モ デ ルは存 在 しな か った。
な お,こ の(2,1,0)に 次 い で 妥 当 と考 え られ るの は(1,1;2)と(2,1,1)ぞ あ った が,
いず れ もT比 率 に問 題 が あ っ た。 層
③ 経 常 利 益
a.確 定 モ デ ル
ARIMA(2,1,1)
一 ボ ックスVジ ェンキ ンズ法に よる業種 平均年次利益の時系列 モデルの構築 一45
gtニ0,13gt一.1-0.36gt_2十〇.15十〇.62ae_象',
b,診 断 チ ェ ッ クの た め の デ ー タ






残 差 系 列 の平 均 値:0.00,標準 偏 差:().33,分散:0.11
C.原 デ ー タの 変 換 方 法:自 然 対 数 変換
d.コ メ ン ト
AR1のT比 率 が 低 い。 そ こ で,AR1と(}71の 相 関 を もつMA1を 削除 して(2,1,
0)を 調 べ てみ た。 す る と,T比 率 は問 題 が なか った が,と くに 小 さな ラ グのP値 が大 き く
悪 化 した。 自己相 関 関数 と偏 自己 相 関 関 数 を み て み る と,'偏 自己 相 関 関数 が ラ グ2の 後 で
切 り落 ち て い る とい う よ りも,自 己 相 関 関 数 と偏 自己相 関 関数 の 両 方 が 徐 々に 減 衰 して い る
とみ た ほ うが適 当 で あ る。d= .2の自己相 関 関 数 は きれ い に減 衰 して い る が,こ の(2,1,
0)に 匹 敵す る よ うな モ デル は な く,全 体 と して もd==1の 各 キ デ ル の適 合 度 の ほ うが 高 か
っ た 。
④ 売E商 売 上 総 利 益 率
a.確 定 モ デ ル
ARIMA(0,2,2)
et==一 〇.04十 〇.27ae.一t十〇.48at.一2
b.診 断 チ ェ ッ クの た め の デ ー タ
推 定 値 標 準 誤 差T比 率




残 差 系 列 の 平 均 値:一 〇.09,標準 偏 差:1.33,分 散:1.76
C.コ メ ン ト
T比 率 は と もか くP値 が 低 く,あ て に な ら な い モ デ ル で あ る。 ま た 残 差 自 己 相 関 関 数 を
み る と,ラ グ10,12,22で 有 意 と な っ て い る。d=0は,ラ グ1で プ ラ ス の 最 高 か ら ラ グ
46一 ・一 経 営 論 ≡集i一・
11,12でマイ ナ ス,ラ グ22,23で プ ラス の ピrク を もつ 波 動 曲線 を示 して お り,d=3は
d=1やd==2に 比 べ て 自己 相 関 関 数 が複 雑 に な って い る。 そ こで,d==1とd=2の す
べ て の ケ ース を 調 べ て み た 結 果,最 も適 合 して い るの が この(0,2,2)モ デル で あ る。 これ
に続 くモ デ ル は,(O,1,1)と(2,1,0)で あ る。.
⑤ 経 営 資 本 営 業 利 益 率
a.確 定 モ デ ル
ARIMA(2,1,0)
9tニ=0.06Zt_1-0.652t_2十〇;07
b.診 断 チ ェ ッ クの た め の デ ー タ





残 差 系 列 の 平 均 値:0.00,標 準 偏 差:0.74,分 散:0.55
C.コ メ ン ト ・
定 数 とAR1のT比 率 は 低 い 。 小 さ い ラ グのP値 も低 い 。 しか し,残 差 自 己 相 関 関 数
に つ ㍉・て は ・ ラ グ14で 有 意 な だ け で 無 相 関 に 近 い 。(2,1,0)に 続 く モ デ ル は(2,1,1)
(2,1,2)(2,2,1)な ど で あ る が,T比 率 とP値 に 若 干 問 題 が あ り,簡 単 な(2,1,0)を
適 当 とす る。
⑥ 総 資 本 経 常 利 益 率
a.確 定 モ デ ル
ARIMA(2,1,0)
2t二 一0,039t_1-0.552t_2十〇.00
b.診 断 チ ェ ッ クの た め の デ ー タ





残 差 系 列 の 平 均 値:0.00,標 準 偏 差:1.11,分 散:1.23
C.コ メ ン ト
ボックス;ジ ェンキンズ法による業種平均年次利益の時系列モデルの構築 …一47
定数 とAR1のT比 率 が低 いが問題 はないであろ う。P値 も比較 的高 い。残差 自己相 関
関数 につ いて も,表 示 され てい る中には有意 な ラグは存在せず無相関 であ る。 この(2 ,1,
0)に続 くモデルは(2,1,1)(2,1,2)であ り,残 差 自己相 関関数は問題 がないが,T比 率
とP値 が若干低い。 そ こで,簡 単な(2,1,0)を適 当 とす る。
7・医 薬 品 製 造 業
(1)分 析 対象 データ
年産 上期 下期 通年 売 上 営 業 経 常'売 上高売上 経 営 資 本 総 資 本










































(2・〉 確 定 モ デ ル と コ メ ン ト
① 売 上 総 利 益




b.診 断 チ ェ ッ クの た め の デ ー タ





残 差 系 列 の 平 均 値:0.00,標 準 偏 差:3.86,分 散:14,88
C;原 デ ー タ'の変 換 方 法:∫1り ∫根 変 換
一一 ボ ックス ージェンキ ンス法に よる業種平均年次利益 の時 系列 モデルの構築 一49
d.コ メ ン ト
平 方 根 変 換 が 他 と異 な っ て い る。T比 率 は 充 分 に大 き い。P値 も比 較 的 高 い。 残 差 自己相
関 関 数 につ い て も,ラ グ23ま で 有 意 な もの は存 在 しな い。 こめ(2,1,0)に 続 くモ デル は
(2,1,1)(2,1,2)であ る。(2,1,2)のT比 率 の 絶 対 値 の最 小 の もの はMA2で あ り,
それ を 削除 す る と(2,1,1)と な り,さ らkそ のT比 率 の絶 対 値 の 最 小 の もの はMA1で
あ り,そ れ を 削 除す る と(2,1,0)が 得 られ る。 そ して,こ の 手続 きに と もな って 徐 々に モ
デ ルが 改 善 され て い っ た。 これ は,営 業 利 益 と経 常 利 益 に つ いて も同 じで あ る。 な お,原 デ
ー タを変 換 す るた め の ガ 法 と して平 方 根 変 換 が 適 当 で あ った の は ,調 査 した デ フ レー トされ
て い な い金 額 デ ー タの21時 系 列(3種 類 ×7業 種)の うち,・この 医 薬 品製 造 業 の売 上 総 利
益 だ け で あ った。
② 営 業 利 益
a.確 定 モデ ル
ARIMA(2,1,0)
2t=0.622t_1ご0.409t_2十〇.08
b.診 断 チ ェ ッ クの た め の デ ー タ'





残 差 系 列の 平 均 値:0.00,標準 偏 差:0.11,分 散:0.01
c.原 デ ー タの 変換 方 法:自 然 対 数 変 換
d.コ メ ン ト
T比 率 は 充 分 に大 ぎ く,P値 も高 い。 残差 自己相 関 関 数 につ い て も,ラ グ21ま で有 意 な
もの は存 在 しな い。 こ う した 系 列 であ れ ば判 断 は楽 で あ る。 この(2,1,0)に 続 くモ デ ル は,
売 上 総 利 益,経 常 利 益 と同 様 に,(2,1,1)(2,1,2)であ る。(2,.1,,2>のT比率 の絶 対 値
の 最 小 の もの はMA2で あ り,二それ を 削 除 す る と(2,1,1>=とな り,さ らに そ のT比 率 の
絶 対 値 の 最 小 の もの はMA1で あ り,そ れ を 削 除す る と(2,1,0)が 得 られ る。 こ う した
手 続 き に と もな っ て徐 々に モ デ ル が 改 善 され,(2,1,0)が 確 定 され た。
③ 経 常 利 益
a.確 定 モ デ ル
ARIMA(2,1,0)
50一 経 営 論 集 一 一
2t=0.672t一.t-0.57Zt_2十〇.12
b.診 断 チ ェ ックの た め の デ ー タ





残 差 系 列 の 平 均 値:0.00,標準 偏 差:.α10,分 散:0.01
α 原 デ ー タ の変 換 方 法:自 然 対 数 変 換
d.コ メ ン ト
T比 率 は充 分 に大 き く,P値 も高 い。 残 差 自己相 関 関 数 につ い て も,有 意 な ラ グは存 在 せ
ず 無 相 関 で あ る。 判 断 が 容 易 な系 列 で あ る。 この(2,1,0)に 続 くモ デ ル は,売 上 総 利 益 ,
営 業 利 益 と同様 に,(2,1,1)(2,1,2)であ る。(2,1,2)のT比 率 の 絶 対 値 の 最 小 の もの
はMA2で あ り,それ を削除す る と(2,1,1)とな り,さ らにそのT比 率の絶 対値の最小
の もの はMA1で あ り,そ れ を 削 除 す る と(2,1,0)が得 られ る。 こ う して(2,1,0)が確
定 され た。
④ 売 上 高売 上総 利 益 率
a.確 定 モ デ ル
ARI[MA(0,2,2)
2t=一 〇.04十〇.48at- 十〇.23aiご2
b.診 断 チ ェ ックのた め の デ ー タ'.
推 定 値 標 準 誤 差T比 率




'残差 系 列 の 平 均 値:一 〇.06,標準偏 差::L42,分 散:2 .01
C.コ メ ン ト
d・=1の 自己 相 関 関 数 は・ ラ グ1,15～20で有 意 で あ る。d=2,に つ い ては,ラ グ20と
21で 有 意 で あ る・ さ らにd=3に つ い て は,ラ グ1,19～21で:有意 で あ る。.Lたが って,
d=2を 適 当 とす る。 この(0,2,2)で は ,MA2のT比 率 が低 い 。 ま た ラ グが 大 き くな
る と・P値 が 低 くな る・ 残 差 自己 相 関 関 数 を み る と,ラ グ9と20で 有 意 で あ るが,全 体
一 ボ ックス=ジ ェンキンズ法 による業種 平均年次利益の時 系列モデルの構築 一51
と して は無 相 関 に 近 い。MA2のT比 率 が低 いの で そ れ を 削 除 して(0,2,1)を 調 べ てみ
る と,か え っ てP値 も残 差 自己相 関 関 数 も悪 化 して しま う。
⑤ 経 営 資 本営 業 利 益 率
a.確 定 モ デ ル
ARIMA(2,0,0)「
2t=1.269t_1-0.54Zt_2十2,85
b.診 断 チ ェ ッ クの た め の デ ー タ





残 差 系 列 の 平 均 値:一 〇.00,標準偏 差:1.07,分散:1.15
C.コ メ ン ト
T比 率 は充 分 に 大 き く,P値 も高 い。 残 差 自己 相 関 関 数 に つ い て も,ほ とん ど無 相 関 で あ
る と判 断 され る。 モ デ ル の確 定 が 容 易 な系 列 で あ り,こ う した 系 列 は あ ま りな い。d==0か
らd=2ま で の どれ が 適 当か は,判 断 が難 しい。 この(2,0,0)に 続 い て 適 合 す る モデ ル
は,(1,0,2)(2,0,1)(2,0,2)(2,1,0)(2,1,1)(2,2,1)などで あ る が,い ず れ もT
比 率 とP値 の どち らか あ るい は 両 方 に問 題 が あ り,(2,.O,0)が最:適で あ る。 した が って,
反 対 に,d=0が 適 当 で あ る とす る。
⑥ 総 資 本 経 常 利 益 率
a・ 確 定 テ デ ル
ARIMA(0,0,2)
9t410.69-1.23a:t_1-0,68at_2
b.診 断 チ ェ ックの た め の デ ー タ





残 差 系 列 の 平 均 値:0.04,標 準 偏 差:1.04,分 散:1.08
C.コ メ ン ト
52一 経 営 論 集 一t一
d=・Oの 自己 相 関 関 数 は,ラ グ1と8で 有 意 であ る。d==1で は,1～3,17,18で 有
意 で あ る。 さ らにd=2に つ い て は,ラ グ2と17で 有 意 であ る。 した が って,d=0を
適 当 とす る。 実 際,d=・0～2の す べ て の モ デ ル を調 べ た が,d=・0が 適 当 で あ った 。d=
0の な か で は,こ の(0,0,2)が 最 も適 当 で あ る。T比 率 も高 く,P値 も大 きい。 この モデ
ル に 次 ぐの は(2,0,1)で あ り,d=Oの 自己 相 関 関 数 と偏 自己 相 関 関 数 を み る と,'こち ら
の ほ うが 良 い よ うに も見 え る。 しか し,MA1の パ ラ メ ー タのT比 率 が 一1.33で これ を
削 除す る と(2,0,0)に な る。 この(2,0,0)に す る と,T比 率 は問 題 が な くな るが,'P値
が さ らに若 干 悪 化 して しま う。 結 局,(0,0,2)を 適 当 とす る。
8.鉄 鋼 業
(1)分 析 対 象 デ ー タ
年 度 上 期 下 期 通 年 売 上 営 業 経 常 売 上 高 売 上 経 営 資 本 総 資 本










































す で に 綿 紡 績 業 の 分 析 対 象 デ ー タ の 紹 介 の さ い に 述 べ た よ うに,金 額 デ ー・タ に つ い そ は マ イ ナ ス
の 値 が あ っ て は な ら な い 。 しか し,経 常 利 益 の 最 小 値 は 一1,628で あ る。 そ こ で,経 常 利 益 の 原
デ ー タ に2,000を 加 え て 新 し い 時 系 列 デ ー タ を つ く り,そ れ を 変 換 した 。
(2)確 定 モ デ ル と コ メ ン ト
旧① 売 上 総 利 益
a.確 定 モ デ ル
ARIMA(2,1,0)
2t==一 〇,159t_1-0.442t_2十〇.19.
b.診 断 チ ェ ッ ク の た め の デ 一ー Pt
推 定 値 標 準 誤 差.T比 率





残 差 系 列 の平 均 値10.00,標 準 偏 差:0.23,分散 、:0.05
c.原 デ ー タ の変 換 方 法:自 然 対数 変 換
d.コ メ ン ト'
.AR1のT比 率 が高 くな い の で 若 干 問題 だ が,P値 は 充 分 に大 き い。 残 差 自己 相 関 関 数
.につ い て も,有 意 な ラ グは存 在 しな い。P .値だ け で み る と(2,1,1)の ほ うが 僅 か に 高 い。
しか し,MA1のT比 率 が 一 〇.78で削 除す る こ とが 適 当 であ り,削 除 に よっ てT比 率 は
・、改 善 され る。 また,(0,1,2)(1,1,2)(2,1,1)・な ど も適 合 度 は 高 い が,こ の(2,1,0)
には 及 ば な い。
② 営 業 利 益
a,確 定 モ デ ル
ARIMA(2,1,0)
.琴t=一〇.3521t_盛.一〇.432t_t十〇.2q
b'診 断 チ ェ ッ クの た め の デ ー タ





残 差 系 列 の 平 均 値:一 〇・00,標準偏 差:0・59,分 散:0・35
C・ 原 デ ー タの変 換 方 法:自 然 対 数 変 換
d,コ メ ン ト
T比 率 もP値 も充 分 に大 き く,ま った く問題 はな い。 残 差 自己相 関 関 数 につ い て も,有
意 な ラ グ は存 在 せ ず,ほ とん どが ゼ ロに近 い。P値 だ け で み る と,2次 ま でのMAモ プ ル,
ARMAモ デ ル のす べ で が この(2,1,0)に近 い適 合 度 を有 して い る。 しか し,(1,1,1)(2,
1,1)(2,1,2)はT比 率 に問 題 が あ る と と もに,小 さ い ラ グのP値 が 低 くな って い る。
また(0,1,1)(0,1,2)(1,1,2)も,小さ い ラ グのP値 が 低 くな って い る。 いず れ に せ よ,
差 は 僅 か で あ るが,(2,1,0)が モ デ ル と して 最:も適 当 で あ る。
③ 経 常 利 益
・一 ボックス=ジ ェンキンズ法に よる業種平均年次利益 の時 系列 モデルの構築 一55
a.確 定 モ デ ル
ARIMA(0,0,1)
2tニ=8.66-0.32at_霊
b.診 断 チ ェ ックの ため の デ ー タ'一




残 差 系 列 の平 均 値:0.01,標準 偏 差:0.93,分 散:0.86
c.原 デ ー タの 変 換 方 法:自 然対 数 変換
d.コ メ ン ト
T比 率,P値 と もに 高 い 。'ただ残 差'自己 相 関 関 数 は,ラ グ11で 僅 か に有 意 と な っ て い
る。 この(O,0,1)に 近 い 適 合 度 を示 し て い るの は,(1,0,'0)(0,0,2)(1,0,1)であ る。
この うち(1,0,1)はMA1の 値 のT比 率 が 低 く,P値 も(0,0,1)'より全 体 的 に低 い 。
(1,0,1)からMA1を 削除 した(1,0,0)は,(0,0,1)よ りP値 も残 差 自己 相 関 関 数 も
僅 か に悪 い。(0,0,2)はMA2のT比 率 に問 題 が あ り,そ れ を 削 除す る と(0,0,1)と
な る。 な お,1975年は 一1,628であ るの で,2,000プラス して,そ の 系 列 を 自然対 数 変 換
して 分 析 した 。
④ 売 上 高 売 上総 利 益 率
a.確 定 モ デル
ARIMA(0,0,1)
2t=17.34-0.74at_s
b.診 断 チ ェ ッ クの た め の デ ー タ




残 差 系列 の平 均値:一 〇.08,標準 偏 差:2.12,分 散:4.49:
C.コ メ ン ト
T比 率,P値 と もに 高 く,問 題 は な い。 残 差 自己相 関 関数 をみ て も,有 意 な ラ グは存 在 し
な い。(0,0,1)に続 く適 合 度 を 示 して い る の は,(0,0,2)(1,0,1)(1,0,2)であ る。 こ
の うち(1・0・2)は,定 数 のT比 率 が1・44と 若 干 低 く,P値 も(0,0,1)よ り全体 的 に
56,一 経 営 論 集 一
低 く,と くに ラグ6に お い て低 い。(0,0,2)はMA2のT比 率 が低 く,(1,0,1)につ
いて はAR1が 低 い。 それ らを 削 除す る と,い ず れ も(O,0,1)と な や。 それ ら二 つ の モデ
ル は,P値 も(0,0,1)よ り僅 か に悪 い。 結 局,(0,0,1)を適 当 とす る。
⑥ 経 営 資 本 営 業 利 益 率
a.確 定 モ デ ル
ARIMA(0,0,1)
2t=5.72-0.64at_1
鳳 診 断 チ ェ ッ クの た め の デ ー タ.




.残差 系 列 り 平 均 値:一一一〇.09,標準 偏 差:1.80,分散:3.23
C.コ メ ン ト
T比 率 もP値 も理 想 的 で あ る。 また 残 差 自己 相 関 関数 につ いて もま った く問 題 は な い。
,4=0で は,残 差 自己 相 関 関 数 も含 め て(0,0,1)に 続 く適 合 度 を示 して い る の は,(O,0,
2)(1,0,1)であ る。 この うち(0,0,2)は,売 上 高売 上総 利 益 率 と同様 に,MA2のT比
率 が低 く,(1,.0,1)につ い て はAR1が 低 い。 それ らを 削 除す る と,い ず れ も(0,0,1)
とな る。(0,0,1)と比 べ て どち ら が 適 当 か を判 断 す る うえ で,(O,0,2)(1,0,1)以上 に難
しい の は(O,1,2)モ デ ル で あ る。 これ は,P値 が0.88(3),0.92(9),0.92(15),0.98
(21),0.99(22)と(0,0,1)より僅 か に高 く,残 差 自己相 関 関数 も問 題 はな い 。 しか し,
MA1の 推 定 値 が0.23でT比 率 が1.70と 若 干 低 く,残 差 の分 散 も(0,0,1)よ り僅 か
に大 きい 。 ど ち らが 適 当か を決 定 す る こ とは 不 可能 に 近 い。 た だ,い ず れ にせ よMAモ デ
ル であ り,こ こで は 簡 単 な ほ うを 適 当 とす る。
⑥ 総 資 本 経 常 利 益 率
a.確 定 モ デ ル
ARIMA(0,1,2).
2t=:一〇.25十〇.57at_1十〇.76at_2
b.診 断 チ ェ ッ クの た め の デ ー タ
推 定 値 標 準 誤 差T比 率
気:数 一 〇125.・ ・0.05-4.53
MA10.570.202.85
一 ボ ックス=ジ ェンキンズ法に よる業種平均年次利益 の時系列モデルの構築 一57
MA20.760.193.94
P値:0.23(3),0.67(9),0.82(15),().91(21),(〉.93(22)
残 差 系 列 の 平 均 値:一 〇.38,標準 偏 差:1.43,分散:2、04
C.コ メ ン ト
T比 率 は高 く.問題 が な い。P値 も高 い が,小 さい ラ グで はP値 の 小 さ いの が 目に つ く。 残
差 の プ ロ ッ ト図 や残 差 自己相 関 関 数 を み て も,有 意 な相 関 は存 在 しな い。 比 較 的 適 合 度 の 高
い(0,0,2)(1,0,1)から,T比 率 を手 掛 りに してそ れ ぞれMA2,AR1を 削除 す る と,
(0,0,1)がえ られ る。 この(0,0,1)は,(0,1,2)に続 い てP値 が 高 く,T比 率,残 差 プ
ロ ッ ト図,残 差 自己 相 関 関数 につ い て も問 題 は な い。 た だ,こ の 両 者 と もいず れ にせ よMA
モ デ ル で あ る。
9.自 動 車 製 造 業
(1)分 析 対象デ ー・夕
年 度 上期 下期 通年 売 上 営 業 経 常 売 上高売上 経 営 資 本 総 資 本













































(2)確 定 モ デ ル と コ メン ト
① 売 上総 利 益
a.確 定 モ デ ル
ARIMA(0,2,1)
2t:・=1-0.01十〇.99at_l
b.診 断 チ ェ ックのた め の デ ー タ
推定 値 標 準 誤 差.「T比 率
一一 ボ ックス=ジ エンキ ンス法 に よる業種平均年次利益の時系列 モデルの構 築 一59
定 数 ・一 〇.010。00-3.04
MA10.990.0812.09 ,
P値:(L42(4),0.80(10),0.86(16),〔).82.(22),0、64(23)
残 差 系 列 の 平 均 値:一 〇.02,標準 偏 差:0.13,分 散:0.02
c.原 デ ー タの 変 換 方 法:自 然 対数 変 換
d.コ メ ン ト
T比 率 は ま っ た く問 題 が な い。P値 も比 較 的 高 い。・この(0,2,1)、は,近 い適 合 度 を示 し
て い る(0,2,2)と(1,2,1)と か らそ れ ぞ れT比 率 が小 さいMA2とAR1を 削 除す る
こ とに よっ て得 られ た 。 この 三つ の モデ ル と も残 差 自己 相 関 関数 は ラ グ19と25で 僅 か に
有 意 とな っ て い る。(0,2,1)に比 べ て,(O,2,・2)のP値 は若 干 劣 るが,(1,2,1)は ほ と
ん ど違 わ な い。 しか し,(1,2,1)モデ ル のAR1に 問 題 が あ るの で,(0,2,1)を適 当 とす
る。
② 営 業 利 益
a.確 定 モ デ ル
ARIMA(2,1,0)
9t=一 〇.022t_1-0.352t_2十〇.18
b.,診 断 チ ェ ックの た め の デ ー タ





残 差 系 列 の 平 均 値:0.00,標 準偏 差:0.26,分散:0.07
c.原 デ ー タの 変 換 方 法:自 然 対 数 変 換
d.コ メ ン ト
AR1のT比 率 が低 い の で若 干 問 題 だ が,P値 は充 分 に 大 き い。 残 差 自己相 関 関 数 につ い
て も,ラ グ11が 有 意 なだ け で,他 の モ デ ル に比 べ て 優 れ て い る。P値 だ け で み る と(2,
1,1)も優 れ て お り,(2,1,0)は同様 に ラ グ11の 残 差 自己 相 関 だ け が有 意 で あ る。P値 も
残 差 自己相 関 関 数 もほ とん ど同 じで あ る か ら,倹 約 の原 理 か ら い って(2,1,0)モ デ ルが
適 当 で あ る。 しか も,MA1の 推 定 値 が 一一〇.24でそのT比 率 は 一 〇.60であ る か ら,
MA1を 削 除 す る こ とが適 当 とい え る。 さ ら に,4ま2ま で範 囲 を広 げ る と,(2,2,1)も適
合度 が 高 い。P値 の 最 大 値 は ラ グ24で0・98に 達 して い る。・しか し,定 数 とAR1のT
60一 経 営 論 集 一・一一・一一
比 率 に 問題 が あ り,d=1の 自己相 関 関 数:はラ グ2と11だ け で有 意 であ る の に対 して,d
=2の そ れ は ラ グ1,2,11i16,18,19で有 意 であ る。 した が って,d=2は 不 適 当 で あ り,
そ の点 か らい って も(2,2,1)は 除外 され る。
③ 経 常 利 益
a.確 定 モ デ ル
ARIMA(2,1,0)
9t=一 〇.05Zt_!一〇.25Zt_2十〇.19
b.診 断 チ ェ ックの ため の デ ー タ





残 差 系 列 の 平 均 値:0.00,標準 偏差:0.26,分散:0.07
c.原 デ ー タの 変換 方 法:自 然対 数 変 換
d.コ メ ン ト
T比 率 もP値 も必 ず しも充 分 とは い え な いだ ろ う。 残 差 自己相 関 関数 に つ い て も,ラ グ
11と19で 有 意 とな って い る。 この(2,1,0)の 次 に 適 合度 の 高 い モ デ ル は(2 ,1,1)で あ
る。 残 差 自己 相 関 関数 は 同様 に ラ グ11と19で 有 意 な だけ だが,全 体 的 にP値 が低 く,
MA1のT比 率 に問 題 が あ り,結 局(2,1,0)モ デル の ほ うが相 対 的 に 適 合 して い るの で
あ る。
④ 売 上 高 売 上 総 利 益 率
a.確 定 モ デ ル
ARIMA(2,1,0)
9t==一〇.01at_1-0.329t_2一一〇,04
b.診 断 チ ェ ッ クの た め の デ ー.タ
・ 推 定 値 標 準 誤 差T比 率




残 差 系 列 の平 均 値:一一〇.00,標準偏 差':1.16,分散:1.34
一 ボックス=ジ ェンキンズ法による業種平均年次利益の時系列モデルの構築 一61
C.コ メ ン ト
適 合 度 の 高 い モ デ ルが な い6d=0に お け る 自己相 関 は ラ グ1N3,9,10,21・V24,d=
1に お い て は ラ グ2,13,14,d=2に お い て は ラ グ13,15,d:=3に お い て は ラ グ1,15,
25で 有 意 で あ り,自 己相 関 が なか な か 消滅 しな い 。d==1を 適 当 とす る しか な い。 した が
っ て,こ の(2,1,0)モ デ ルの 適 合 度 も高 くな い。P値 も低 い し,T比 率 も満 足す べ ぎ もの
で は な い。 残 差 も ラ グ23で 有 意 とな って しま っ て い る。 しか し,次 い で適 合度 の 高 い(0 ,
1,2)は,P値 は さ らに 低 くな り,残 差 も ラ グ15で 有意 で あ る。
⑤ 経 営 資 本営 業 利 益 率
乱 確 定 モデ ル
ARIMA(2,1,0)
2t=0。039t_1一〇.409t_2-0.02
鳳 診 断 チ ェ ッ クの た め の デ ー タ
推 定 値 標 準 誤差T比 率




残 差 系 列 の 平 均 値:0、00,標 準偏 差:1.41,分 散:1.99
C.コ メ ン ト
適 合 度 の 高 い モ デ ルが な い。d=0に お け る 自己 相 関 は プ ラスか ら マ イ ナ ス そ して ゼPへ
と弧 を描 い て お り,d=1に お い て は ラ グ2,11,16,d==2に お いて は ラ グ2,9,11,14,
16で 有 意 で あ り,自 己 相 関 が な か な か消 滅 しな い 。d=1を 適 当 とす る しか な い 。 した が
っ て,こ の(2,1,0)モ デ ルの 適 合 度 も高 くな い。P値 も低 い し,T比 率 も満 足 す べ き もの
で は な い。 磯 鶏 もラ グ11で 有 意 とな って しま って い る。 しか し,次 い で適 合 度 の 高 い(2 ,
1,1)は,P値 は さ らに 低 くな り,T比 率 は問 題 が あ り,残 差 も同様 に ラ グ11で 有 意 で あ
る。
⑥ 総 資 本経 常 利益 率
a.確 定 モ デ ル
ARIMA(2,1,0)
9t==0.05Xt一.r-0.349t_2-0.ユ9
鉱 診断 チ ェ ッ クの た め の デ ー タ
推 定 値 標 準誤 差T比 率
62.一 一 経 営 論 集 一 一一




残 差 系 列 の 平均 値:一 〇.OO,標準 偏 差:1.37,分散:1.86
C.コ メ ン ト
適 合 度 が 高 くな い とい うよ りも,適 当 な モ デ ル が な い とい っ た ほ うが よい。 ま ず,d=O
に お け る 自己相 関 は,ラ グ1～3,11,24,25,d=1に お い て は ラ グ2,9,11,14,16,d=
2に お い ては ラ グ2,4,11,12,16,23,25で有 意 であ り,自 己 相 関 が なか な か 消 滅 しな い
の で あ る。d=1を 適 当 とす る しか な い。 した が って,こ の(2,1,0)モ デ ル も適 当 とは い
えな い。P値 は ま った くあ て に な らな い し,T比 率 に も問 題 が あ る6残 差 も ラグ11で きわ
めて 有 意 とな っ て い る。 な お,次 い で適 合 度 が相 対 的 に 高 いの は(0,1,2)モ デ ル で あ る。
10.百 貨 店
(1)分 析 対 象 デ ー タ
年 度 上 期 下 期 通 年 売 上 常 業 経 常 売 上 高 売 上 経 営 資 本 総 資 本











































(2)確 皐 モ デ ル と コ メ ン ト
① 売 上 総 利 益
a,確 定 モ デ ル
ARIMA(0,2,2)
2t=一 〇.00十 〇.37at_1十〇。57at_1
b.診 断 チ ェ'ックの た め の デ ー タ
64一 ・一 経 営 論 集 一 一
推 定 値 標 準 誤 差T比 率




残差 系 列 の平 均 値:一 〇.01,・標 準 偏 差:0.05,分 散:0.00
c.原 デ ー タ の変 換 方 法:自 然対 数 変 換
d.コ メ ン ト
T比 率 は 高 く問 題 が な い。P値 も比 較 的 高 いが ,・小 さ い ラ グ では 小 さ い の が 目に つ く。 残
差 の プ ロ ッ ト図や 残 差 自己 相 関 関 数 に つ いて は,有 意 な相 関 は存 在 しな い。(0,2,2)以 外
で比 較 的適 合 度:の高 い の は,(2,'2,0)(2,2,1)(2,2,2)で あ6。 まず(2,2,2)'につ い
て は・T比 率 に問 題 が あ り,残 差 の 自己相 関 も ラ グ16で 有 意 で あ る。 つ ぎに(2,2,1)に
つ い て は・T比 率 か らみ てMA1の 削 除 が 適 当 で あ る。 た だ 残 差 に は,有 意 な 自己相 関 は
存 在 しな い 。 そ して(2,2,0)に す る と,定 数 の 推 定 値 が0.00でT比 率 が0.15に な り,
残 差 自己 相 関 関 数 も問 題 が な い。 しか し,全 体 と して の 適 合 度 は(0,2,2)の ほ うが 高 い。
② 営 業 利 益
a.確 定 モ デ ル
ARIMA(0,1,6)
9t=0.10
b.'診断 チ ェ ッ クの た め の デ ー タ
推 定 値 ・ 標 準 誤 差T比 率
定 数0.100.02'4.44
P擢1:0,53(5),0.84(11),0.96(17),0.90(23),0.91(24)
残 差 系 列 の平 均 値:0.00,標 準偏 差:0.14,分 散:0.02
c.原 デ ー タの 変 換 方 法:自 然 対 数 変 換
d.コ メ ン ト
自己 相 関 は,d=0で は 消 失 せ ず,逆 にd=1で は有 意 な もの が存 在 しな い。 偏 自己 相 関
関数 を み て も同様 であ り,両 相 関 関 数 か ら(0,1,0)が 期 待 され る。 実 際,こ の ラ ン ダム ウ
ォー クモデ ル が 最 も問 題 の な い モ デ ル で あ る。T比 率,P値,残 差 プ ロ ッ ト図,残 差 自己 相
関 関 数 す べ て に問 題 が な い の で あ る。 同様 に 問題 の な い モ デ ル が(0,1,1)で あ る。 そ こで,
簡 単 で,つ ま り倹 約 の 原 理 を適 用 す る と と も に,両 相 関 関 数 の 形 状 か らみ て も適 当 であ る
(0,1,0)を確 定 モ デ ル とす る。 同 じ程 度 にP値 の 高 い モデ ル に(1,1,0)(1,1,1)(1,1,
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2)が あ るが,い ずれ も推 定値 に有 意 で ない もの が 含 まれ て い る。
③ 経 常 利 益
a.確 定 モ デ ル
ARIMA(0,1,1)
9t=0.11-0.48at_重





残 差 系 列 の 平 均 値:一 〇.00,標準 偏 差:0.15,分 散:0.02
c.原 デ ーー タ の 変 換 方 法:自 然 対 数 変 換
d.コ メ ン1・
T比 率 は充 分 高 く,P値 も,小 さい ラ グで は低 いpミ,そ の 後 は 高 い。 残 差 の プ ロ ッ ト図や
残 羨 自己 相 関 関数 は ま っ た く問 題 が な い。Pl直 が 高 く残 差 自己相 関 関 数 に も問題 が な い モ デ
ルに は,他 に(2,1,'O)(0,1,2)(1,1,1)(1,1,2)があ るが,い ず れ もT比 率 が充 分 に
大 き くは な い。 と くに(0,1,2)のP値 は,全 体 と して(O,1,1)よ り僅 か に高 い 。 だ が,
MA2のP値 は1.07で あ り,削 除 す べ き であ る。 そ して,(0,1,1)で あれ(0,1,2)で
あれ ・ いず れ に しろMAモ デル で あ る・
④ 売 上 高売 上総 利益 率
a確 定 モ デ ル
ARIMA(0,1,2)
9t=0.12-0.00at-t-0.32at-2
廿 診断 チ ェ ックの た め の デ ー タ





残 差 系 列 の 平 均 値:0.00,標準 偏差:0.28,分散:0.08
C.コ メ ン ト
T比 率 は,MA1に つ いては無視 しうるので,ほ ぼ問題が ないだ ろ う。 しか し,P値 は小
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さ く,残 差 自己 相 関 につ い て は ラ グ12で 有 意 とな っ て い る。 他 の い くつ か の モ デ ルに 比 べ
て 相 対 的 に良 いだ け で あ る。 こみ(0,1,2)に 近 い適 合 度 を もつ の は,(1,1,2)(2,1,2)
(1・2・0)であ る。'まず(1・2,0)に つ いて は,P値 と残 差 自己相 関 はほ ぼ 同 じで あ るが,
d=0～3の 自己相 関 関 数 を み る とd=1が 適 当 と判 断 され るの で 除 外 さ れ る。(1,1,2)
(2・1・2)につ いて も・ 残 差 自己 相 関 は(0,1,2)と ほ ぼ 同 じで あ る。(2,1,2)をみ る と,
定 数部 分 のT比 率 が1・51で 他 は きわ め て大 きい。 だ が,P値 は 若干 悪 い。 この 程 度 であ
れ ば(0・1・2)の ほ うが 適 当 で あ ろ う。(1,1,2)につ いて は,P値 は ほ とん ど同 じであ るが ,
AR1とMA1の
.T比 率 が それ ぞ れ 一一〇・41・一 〇:37と非 常 に 低 い。 結 局,全 体 と して の
適 合 度 は(0,1,2)が 最 も高 い と判 断 され る。
⑤ 経 営 資 本 営 業 利 益 率
a.確 定 モ デ ル
ARIMA(2,1,1)
et=0.76gt_i-0.20gt_2-0.02十1.25at_1
厄 診 断 チ 土 ヅ クの た め の デ ー タ






残 差 系 列 の 平 均 値:一 〇.04,標準 偏 差=0.73,分散:0.53
C.コ メ ン ト
T比 率 は,AR2が 低 いが,そ れ で も他 の モ デ ル と比 べ る と高 い。P値 は,小 さな ラ グで
の低 さが 日に つ くが,ラ グ20く らい の と ころ は 問 題 が な い。 残 差 自己相 関 関 数 をみ て も,
有 意 な残 差 は 存 在 しな い。 この(2,1,1)に 続 い てP値 が 高 いの は(2,1,0)で あ るが,T
比 率 が 低 く,採 用す る こ とは で きな い。 さ ら に,(1,1,0)(0,1,1)(0,1,2)もP値が 高
いが,T比 率 が 低 い。 これ らはす べ て残 差 自己 相 関 に つ いて は問 題 が な い。 な お,d・=2の
(2,2,0)モデル は,P値 もT比 率 も高 く,残 差 に は 有 意 な 自己相 関 もな い。 しか し,自 己
相 関 関 数 を み る と,d=2を 適 当 とす る こ とは で き ない。
⑥ 総 資 本 経 常 利 益.率 ・
a.確 定 モ デ ル
ARIMA(0,1,1).
一 ボ ックス ージェンキ ンス法に よる業種平均年次利益の時系列 モデルの構築 一67
2t==一〇.01-O.73at_且
b.診 断 チ ェ ックの た め の デ ー タ
推 定 値 標 準 誤 差T比 率
定 数 一 〇.010.22-O.04
MA1-O.73'0.13-5.77
P在室:0.57(4),0.75(10),0.80(16),0.72(22),0.69(23)
残 差 系 列 の平 均 値:0.00,標 準偏 差:0.74,分散:0.55
C.コ メ ン.ト
T比 率 は問 題 が な い が,P値 が 不 充 分 で あ る。 残 差 の 自己相 関 も ラ グ22で 有 意 とな って
い る。 そ もそ もd=1の 自 己相 関 が ラ グ1,4,21,22で有 意 とな って い るか ら,適 合 度 の
高 い モデ ル は 期待 で き な い。 この(0,1,1)モ デ ル に続 くの は(0,1,2)だ が,同 様 に残 差
の 自己 相 関 が ラ グ22で 有 意 で あ り,MA2の 推 定 値 のT比 率 が0.80で 削 除 が 適 当 で あ る。
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